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☆検定試験合格への通信講座案内☆

給与計算士検定３級講座

商標登録　第５３６８７１５号

～平成24年1月から開講～

〔 給与計算士検定とは 〕

　　給与計算士検定（商標登録 第5368715号）は、長年人事労務の専門機関として事業を展開している

　財団法人日本経営教育センター（厚生労働省認可）が平成22年に開発し創設したもので、広く社会人

　や給与計算に携わっている方を対象としています。

　　資格は、３級から１級まであり、各々一定の基準に達した方には合格認定書が交付されます。なお、

３級試験は年に３回程度行っております。

　　今日、給与計算ソフトに頼りすぎ、勤怠チェック等に係る基礎知識（法令等）が疎かにされており

　ます。今、この機会にこの給与計算士検定にチャレンジしてみませんか。

〔 ねらい 〕

　　どんな会社や団体でも給与計算は行われており、そこには給与に関する正しい法律知識が必要と

なります。この講座は「給与計算士検定３級」の合格を目指すものです。

〔 こんな方に 〕

　・給与計算のアウトソーシング業務をされている方

　・現在、給与計算等の事務に携わっている方

　・人事・総務関係の方で人事労務の基礎知識を習得したい方

　・社会保険労務士等の方で給与計算事務で業務の拡大を図りたい方

　・給与計算士検定を通して、給与に関する基礎知識（法律知識）を修得したい方

　・就職活動中の方で、人事・総務関係を目指される方

〔 カリキュラム 〕

　　①給与計算の概要等：給与計算とは、給与計算をとりまく法律、出向者の取扱い　等
　　②労働基準法　　　：賃金支払５原則、法定休日、割増賃金、年次有給休暇　等

　　③所得税法　　　　：納税義務者、経済的利益、源泉徴収制度、年末調整　等

　　④社会保険各法　　：健康保険法、厚生年金保険法、雇用保険法、労災保険法　等

　　※修了試験　　　　：合格を目指す最終調整を図る模擬試験も兼ねます。
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〔 特　典 〕

通信講座修了者に限り、給与計算士検定料が免除となります。
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〔 教　材 〕

テキストＢ５版　　　　学習マニュアル　　　　添削課題書

サブテキスト（「給与計算マニュアル」日本法令刊）　　他

〔 学 習 期 間 〕　　　　　　　　〔 受 講 料 〕
３カ月（在籍期間６ヶ月）　　　　　　２６，０００円

〔　お申込み方法　〕

　　下記申込書にご記入のうえ、当財団宛てに郵送またはＦＡＸにてお申込み下さい。
    教材は当申込書及びご入金の確認後にお送りいたします。

〔　振込口座　〕
●銀行振込　　　みずほ銀行大塚支店　当座（№0101520）

　　　　　　　　名義：（財）日本経営教育センター

●郵便振替　　　№00150‐9‐57348

　　　　　　　　名義：（財）日本経営教育センター

●現金書留でお申込みの場合は、お申込書を同封の上、下記までお送り下さい。

　　　　　　　　　　現金書留：〒115‐0045　東京都北区赤羽2-69-2　千秀ビル6F
　　　　　　　　　　財団法人　日本経営教育センター

　　　　　　　　　　TEL：03-5249-1020

〔　お問合せ　〕


厚生労働省認可

財　団　法　人

　　　　　　　　　　〒115-0045　東京都北区赤羽2-69-2　千秀ビル6F

　　　　　　　　　　　TEL：03-5249-1020　　FAX：03-5249-1011

申込書
私は、給与計算士検定３級講座（　　月開講）に申込みます。
	氏　　名：　　　　　　　　　　　　　職業：　　　　　　　　　　　性別： １ 男　２ 女

	生年月日： １ 昭和　　２ 平成　　　　　年　　　月　　　日　（満　　　歳）

	住　　所：〒                          　       　　　　　 TEL:

	勤 務 先：〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　TEL:

	Ｅ－Ｍａｉｌ：

	入金方法： １．銀行振込　　　２．郵便振替　　　３．現金書留　　　

	入金予定日： 平成　　　年　　　月　　　日


※開講希望月をご記入下さい。

※性別・生年月日及び入金方法は、該当する番号に○をつけてください。

※納入された費用は原則として払い戻し致しかねますので、予めご了承下さい。

日本経営教育センター














